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Digest ~概要～ 

（2019年 10月の消費税増税に伴う報酬改定等の対応） 

１．介護職員処遇改善加算の見直し 

1) 公費 1,000億円（保険給付含め 2,000億円）の各サービスへの配り方 
‧ 対象サービスはこれまでの処遇改善加算と同じ 
‧ 介護福祉士の配置割合によって評価される加算（サービス提供体制強化加算、

特定事業所加算、日常生活継続支援加算）の取得状況に応じて、加算率が二
段階となる 

 
2) 事業所に配られた金額の「事業所内での配分」 
‧ 事業所内での配分には、①経験・技能のある介護職員、②他の介護職員、③その

他の職種の三区分を想定 
 経験・技能のある介護職員は勤続 10 年以上の介護福祉士を基本とし、介護

福祉士の資格を有することを要件としつつ、「勤続 10年」の考え方は、事業
所の裁量で設定可能 

 ①の中に、「月額８万円」の処遇改善となる者、又は「改善後の賃金が年収
440万円（統計上の役職者を除く全産業平均賃金の水準）以上」となる者を設定すればよ
い（１人でも可） 

 上記①、②、③の配分は、賃金改善の総額の分布が、割合は少なくとも２：
１：0.5となるような割合となるよう行う 

 

２．消費税増税に伴う報酬改定 

 
見直しがなされるもの 見直しがなされないもの 

本体報酬 
利用者の食費・居住費に 

係る負担限度額 
基準費用額 

（８％から 10％への消費税引き上げに
よる影響分を上乗せ） 

特定福祉用具販売 

区分支給限度基準額 住宅改修サービス 
福祉用具貸与の上限額  

  
 
厚生労働省は、社会保障審議会介護給付費分科会において、来年 10 月の消費税 10％の増税を

見越した対応について協議を進めている。2019 年 10 月の消費税 10％増税への対応については、

介護職員処遇改善加算、基準費用額の見直し議論 
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大きく２つの論点がある。 
 
① 介護職員処遇改善加算について 

ひとつめは、介護職員処遇改善加算の見直しである。「新しい経済政策パッケージ」（平成 29
年 12 月８日閣議決定）において、介護職員の更なる処遇改善を進める旨言及されており、その記

載内容の要素は①介護職員に対する更なる処遇改善であること、②経験・技能のある職員に重点

化すること、③柔軟な運用を認めることであった。 
 
図１  

 
厚生労働省が提出している資料（図１）の論点１、論点２については、現状の考え方は以下の

とおり。 
 
論点１ 
図１における論点１は、全体の額 2,000 億円をどのサービスにどのように配るか、という論点

である。「各加算率の設定」における厚生労働省の提案の概要は、次のとおり。 
 
‧ 新たな処遇改善加算の給付対象サービスはこれまでの介護職員処遇改善加算と同じ（訪問看

護や、居宅介護支援事業所等は対象外） 
‧ サービス種類ごとの加算率は、それぞれの勤続 10 年以上介護福祉士の数に応じた設定（現在

介護福祉士有資格者であって、同一法人・会社での勤続年数が 10 年以上であること） 
‧ 同じサービス内でも経験・技能のある介護職員が多い事業所をさらに評価する観点から、サ

ービス提供体制強化加算、特定事業所加算、日常生活継続支援加算の算定実績のある事業所

は、加算率を若干上乗せする（図２の A1％）。特定施設における入居継続支援加算について

は、平成 30 年度に創設された加算であり、前年度取得状況が確認できないことから今回は対
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象外となる見込み。 
‧ 算定要件は次の３つ。 

 現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）の取得を要件とする 
 「職場環境等要件」についての改善の取組を複数行っていること 
 処遇改善加算に基づく取り組みについて、HP を用いた見える化が行われていること（介

護サービス情報公表制度の一部に新しい項目が設けられ、概要を記載することが想定さ

れている） 
 
図２ 

 
論点２ 
 論点２は、配られた新しい介護職員処遇改善の加算額を事業所内でどのように配分するかであ

る。本会は、かねてから処遇改善加算について、他の職種の方にも配分ができるよう柔軟な運用

を認めていくべき旨、意見してきたところである。 
 冒頭の「新しい経済政策パッケージ」という閣議決定の文面の記載には、経験・技能のある介

護職員を評価することに加え、その他の職種にも柔軟に配分を認めることが言及されている。こ

の記載内容を政策に反映するうえで、厚生労働省は、①経験・技能のある介護職員、②他の介護

職員、③その他の職種に分類をわけ、それぞれに一定の傾斜を設けて配分する案を提示している

（図３）。 
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図３ 

まず、配分の方法としては次の３つが提示されており、いずれの配りかたを行ってもよい。 
(ア) 経験・技能のある介護職員のみに全額を配分する 
(イ) ①経験・技能のある介護職員、②他の介護職員に対する配分が、①のグループの介護

職員と②のグループの介護職員の賃金改善額の平均が①：②＝２以上：１となるよう

に配分する 
(ウ) ①経験・技能のある介護職員、②他の介護職員、③その他の職種に対する配分が、①

のグループの介護職員と②のグループの介護職員の賃金改善額の平均が①：②：③＝

２以上：１：0.5 未満となるように配分する 
 
いずれの場合であっても、①～③のグループ内の賃金改善額には差があってよい。例えば、①

グループのなかで、改善額が月額２万円の人と、5,000 円の人という差が生じることはあっても

よい。 
また、「①経験・技能のある介護職員」の判断は、勤続 10 年以上の介護福祉士を原則とするが、

「勤続 10 年」であるかどうかの判断は事業所に委ねるとしている。したがって、勤続 10 年未満

であっても、技能があると事業所が判断した場合には①の区分で配分してもよいし、勤続 10 年以

上の介護福祉士であっても、経験・技能があると判定できない場合には、「②他の介護職員」の区

分により評価することも可能である。 
ただし、給付費分科会の議論のなかでの指摘として、処遇改善の結果、グループ①内の経験・

技能ある介護職員とグループ②の他の介護職員とで賃金の逆転現象がおきないようにすべきとの

声もあり、今後通知のなかで具体的な運用が示されることになる。 
 なお、①経験・技能ある介護職員については、そのグループ内で誰か１人でも「月額 8 万円の

処遇改善となる者」又は「改善後の賃金が年収 440 万円（役職者を除く全産業平均賃金）以上」

となる者がいれば良いとされる見込みである。ただし、小規模な事業所で開設したばかりといっ
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た事業所等において、①経験・技能のある介護職員の中に改善後の賃金が年収 440 万円以上とな

る者を設定することが困難な場合には、合理的な説明があれば算定を認められる。 
また、③その他の職種については、賃金改善後の金額が全産業平均賃金（年収 440 万円）を超

えない場合に改善を可能とする基準が設けられる見込みである。 
 これらの内容を整理したものが図４である。第 166 回において瀬戸委員の代理で出席した小泉

立志参考人（全国老施協 副会長）からは、「実績報告について、既存の処遇改善加算に加え、新

しい加算の実績報告の申請業務が新たに加わることになる。申請にかかる事務負担だけでなく、

給与規程の見直し等も行わなければならない。文書量の半減や業務の効率化が指摘されているこ

とも踏まえて、申請業務や実績報告は簡素なものとしていただきたい。」と事務負担の簡素化につ

いて言及した。 
 
図４ 整理図 

 
 
② 消費税増税に伴う報酬改定 

次の論点は、介護報酬における消費税増税対応をどう考えるかである。 
 
本体報酬については、５％から８％への増税対応と同様、上乗せが図られることになる。具体

的には、消費税引上げに伴う影響分について適切に手当を行うため、人件費その他の非課税品目

を除いた課税経費（介護用品費、委託費等）の割合について、平成 29 年度介護事業経営実態調査

の結果を用いて把握し、これに税率引上げ分（110／108－１）を乗じて基本単位上乗せ率が算出

される見込みである。 
また、加算の取扱いについても、課税経費の割合が大きい加算（例えば所定疾患施設療養費等）
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は、課税費用に係る上乗せを行うこととし、その他の加算については、基本単位数の上乗せに含

めて上乗せがなされる。 
基準費用額については、負担限度額はそのままに、８％から 10％への消費税引き上げによる影

響分を現行の基準費用額に上乗せして対応が図られる見込みである。 
特定福祉用具販売及び住宅改修サービス費については、市場価格による保険給付が行われてい

ることから、対応は行わない。 
福祉用具貸与の上限額については、税率引き上げ分を含めて、引き上げが行われる。 

小泉副会長からは、「食費の基準費用額の１人あたりの金額は約 1,462 円（※）となる。厚生労働

省調査でも現在の 1,380 円との差額は 82 円程度となっており、この差は適切に埋めていただく必

要がある。」（※図５参照。44,452 円 ÷ 30.4 日 ≒ 1,462 円）と意見した。 
本年の給付費分科会について、次回は最終的なとりまとめの素案が提示されると想定される。 

 
図５ 
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